
健康日本２１中間評価作業チーム設置要綱 

 

１ 目的 

 厚生労働省においては、平成１２年より、「２１世紀における国民健康づくり

運動（健康日本２１）」を推進している。「健康日本２１」では、目標の設定と

目標を達成するための具体的な諸活動の成果を適切に評価して、その後の健康

づくり運動に反映させることを基本方針の一つとして掲げている。 

そこで、健康日本２１中間評価作業チームは、２００５年度の中間評価に向

けて、専門家等から意見を聴取し、評価のための作業を行うことを目的とし、

厚生労働省健康局生活習慣病対策室長が設置するものである。 

 

２ 組織 

（１）構成メンバーは、「健康日本２１」の計画策定に携わった分野ごとの専

門家等若干名で構成する。 

（２）必要に応じて有識者等を招聘するものとする。 

 

３ 検討事項 

「健康日本２１」の中間評価について 

 

４ 事務局 

運営事務は、健康局総務課生活習慣病対策室が行う。 

 

５ その他 

この要綱に定めるものの他、健康日本２１中間評価作業チームの運営に関

し必要な事項は、生活習慣病対策室長が定める。 
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研究企画・評価主幹 

 
休養・こころの健康

づくり 
糖尿病、循環器病 
 
たばこ 
（歯の健康、循環器

病、がん） 
糖尿病 
（循環器病） 
推進体制 
 
身体活動・運動 
（糖尿病、循環器病）

身体活動・運動 
（糖尿病、循環器病）

がん 
 
総括 
 
アルコール 
（循環器病、がん）

歯の健康 
 
たばこ、がん 
（歯の健康、循環器

病） 
栄養・食生活 
（糖尿病、循環器病、

がん） 

※（  ）は、目標値が重複して存在する分野 



安衛法   老人保健法 安衛法   老人保健法

一般 付加健診 定期 健康診査 一般 付加健診 定期 健康診査

問　　診 ○ ○ ○ 尿 尿蛋白 半定量 ○ ○ ○

診 計 身長 ○ □ ○ ・ 潜　　血 ○ ○

体重 ○ ○ ○ 腎機能 尿沈渣 ○

察 測 肥満度・標準体重 ○ ○ クレアチニン ○ ○

視　　力 ○ ○ 呼 肺活量 ○

等 聴　　力 ○ ○ 吸 １秒量・１秒率 ○

胸部聴診・腹部触診 ○ ○ 心機能 12誘導心電図 ○ ■ □

血圧（座位） ○ ○ ○ 肺 胸部X線 ○ ○ ＊

脂 総コレステロール定量 ○ ■ ○ 喀痰細胞診 □ ＊

質 中性脂肪 ○ ■ ○ 胃 胃部X線 ○ ＊

HDLーコレステロール ○ ■ ○ 胃内視鏡 □

ＧＯＴ ○ ■ ○ 子宮頸がん（スメア方式） △ ＊

肝 ＧＰＴ ○ ■ ○ 子宮体がん（細胞診） ＊

γ-ＧＴＰ ○ ■ ○ 乳 視診・触診 △ ＊

ＡＬＰ ○ がん X線 ＊

機 総蛋白 ○ 大 直腸検査 □

アルブミン ○ 腸 免疫学的便潜血検査 ○ ＊

総ビリルビン ○ 眼底検査 ○ □

能 ＬＤＨ ○ 腹部超音波 ○

アミラーゼ ○ 歯周疾患検診 　40,50歳
代 空腹時血糖 ○ ■1 ○ 骨粗鬆症検診 　40,50歳女性
謝 尿　　糖 半定量 ○ □ ○

系 尿　　酸 ○

ヘモグロビンＡ１Ｃ ■1 □ ○…　必須項目

感染症 ＨＢｓ抗原 ● △…　受診者の希望に基づき選択的に実施する項目

HCV抗体 ● □…　医師の判断に基づき選択的に実施する項目

血 ヘマトクリット値 ○ □ ●…　４０歳以上から各５歳きざみ毎で７０歳まで（過去に当該検査を受けたことがない者）

液 血色素測定 ○ ■ □ ■…　35歳及び40歳以上の者については必須項目、それ以外のものについては

一 赤血球数 ○ ■ □ 　　　　医師の判断に基づき選択的に実施する項目

般 白血球数 ○ ■1… いずれかの項目の実施で可

血小板・血液像 ○ ＊…　一般財源化されているが、指針等を策定している項目

　 政管健保 　 政管健保

具体的な健診項目 参考資料4



対象者数 受診率
基本健康診査（老人保健事業）

（平成１５年度　地域保健・老人保健事業報告）
２８，８６６，０６０人 ４４．８％

胃がん ４，５０８，０４１人 ３３，８２０，３６１人 　１３．３％

肺がん ７，８４１，０９２人（※1） ３３，０２０，６７６人 ２３．７％

大腸がん ６，４０３，６５９人 ３５，４７５，１０５人 １８．１％

子宮がん 　４，０８７，４４４人（※2） ２６，７２３，６３２人 １５．３％

乳がん ３，４８８，０７４人（※3） ２６，９５６，１８４人 １２．９％

一般健康診断
（労働安全衛生対策）

－ －

被保険者 － － ７６．３％

被扶養者 － － ８．６％

被保険者 ３，０６０，１８５人 １２，１６６，０００人（※6） ２５．２％

被扶養配偶者 ７６，９７２人 ３，４４９，０００人（※7） ２．２％

基本健康診査 ７３１，１３１人 － －

人間ドック ７８５，８７０人 － －

１歳６か月児健康診査（母子保健）
（平成１５年度　地域保健・老人保健事業報告）

１，１８３，４２１人 ９１．９％

３歳児健康診査（母子保健）
（平成１５年度　地域保健・老人保健事業報告）

１，２０５，２４０人 ８８．５％

就学時の健康診断（学校保健） － －

児童、生徒、学生及び乳児の健康診断（学校保健） － －

職員の健康診断（学校保健） － －

※1　肺がん検診受診者数は、胸部エックス線検査または喀痰細胞診による検診受診人数である。

※2　子宮がん検診受診者数は、頸部及び体部の検診受診人数である。

※3　乳がん検診受診者数は、視触診方式またはマンモグラフィ併用方式を合わせた検診受診人数である。

※4　労働安全衛生規則第５２条に基づく常時５０人以上の労働者を使用する事業者による定期健康診断結果報告による人数である。

※5　対象者数、受診者数ともに回答のあった組合（被保険者については２９１組合、被扶養者については８２組合）を対象に算出した平均受診率である。

※6　対象者数は、平成１５年３月末の被保険者総数に健康保険被保険者実態調査報告（平成１４年１０月）による３５歳以上の被保険者の割合を基に推計した人数である。

※7　対象者数は、平成１５年３月末の被扶養者総数に健康保険被保険者実態調査報告（平成１４年１０月）による被扶養者の続柄別年齢構成（４０歳以上）を基に推計した人数である。

各制度の健康診査の受診者数等

１，０６６，６３９人

－

－

一般健康診査　（※5）
（組合管掌健康保険）

（平成１4年度　健康保険組合の保健福祉事業について）

一般健診
（政府管掌健康保険）
（平成１５年度実績）

がん検診
（老人保健事業）

（平成１５年度　地域保健・老人保健事業報告）

基本健康診査、人間ドック
（国民健康保険）

（平成１５年度実績）

－

１２，９４１，４８０人

受診者数

＜平成１５年度＞　１１，７９４，４８４人（※4）

１，０８８，１１０人
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約２，０３０億円

（３．３０％）

主に保険料により費用を
負担（自己負担については
保険者の任意）

健康保険法の規定により健康保
険組合が行う健診等

約 ５７８億円
（０．８４％）

主に保険料により費用を
負担（自己負担についての
国の基準あり）

政府管掌健康保険の生活習慣病
予防健診等

市町村 約 ４１９億円

（０．４１％）

国保組合 約 １４３億円

（１．７０％）

主に保険料により費用を
負担（自己負担については
保険者の任意）

国民健康保険法の規定により各
保険者が行う健診等

－事業主負担労働安全衛生法の規定により事
業主が行う健診等

約 ８８２億円

老人保健法の規定により市町村
が行う保健事業

・基本健康診査

・肝炎ウイルス検診 等

・がん検診

（注）１．費用は平成１５年度の金額（予算上の数字）。
２．括弧内は各保険者における支出総額に占める割合（政府管掌健康保険については、予算上（介護納付金、予備費を除く）の数字）。
３．がん検診の費用の標準自治体とは６５歳以上人口21,000人とされている。

４．労働安全衛生法の規定により事業主が行う健診等に要する費用については把握していない。

健診その他の保健事業に要する費用

国、都道府県、市町村が
１／３ずつ費用負担（自己
負担は３割程度）

地方交付税措置 １標準自治体あたり０．７億円

参考資料６



「健康日本２１」地方計画の策定状況について

（平成１４年３月末）

（都道府県）

８５８１８１２３０１，１６６２，４３５合 計

８５８１８１２３０１，０８６２，３５５
その他

市町村

東京都

特別区

保健所

政令市

－
－－５７５７

－
－－２３２３

平成１８年度中

策定予定

平成１９年度以
降

策定予定

平成１７年度中

策定予定
計画策定済総数

（平成１７年７月１日現在）

（市町村、特別区）

全ての都道府県において計画策定済

参考資料７



都道府県名 市町村数  策定済 策定率 Ｈ１７年度中 Ｈ１８年度中 Ｈ１９年度以降

北海道 207 66 31.9% 21 4 116

青森 47 35 74.5% 0 3 9

岩手 56 52 92.9% 2 0 2

宮城 45 35 77.8% 3 3 4

秋田 41 21 51.2% 6 2 12

山形 43 35 81.4% 3 0 5

福島 83 31 37.3% 9 6 37

茨城 62 12 19.4% 3 14 33

栃木 45 12 26.7% 7 6 20

群馬 56 38 67.9% 5 3 10

埼玉 87 34 39.1% 6 2 45

千葉 75 21 28.0% 3 4 47

東京 85 59 69.4% 6 4 16

神奈川 41 23 56.1% 4 1 13

新潟 46 24 52.2% 6 2 14

富山 22 10 45.5% 2 2 8

石川 23 9 39.1% 2 3 9

福井 28 16 57.1% 2 6 4

山梨 38 22 57.9% 7 1 8

長野 103 47 45.6% 24 12 20

岐阜 47 20 42.6% 7 6 14

静岡 47 33 70.2% 3 9 2

愛知 78 70 89.7% 3 2 3

三重 47 13 27.7% 0 1 33

滋賀 33 12 36.4% 3 3 15

京都 39 11 28.2% 1 6 21

大阪 47 36 76.6% 4 0 7

兵庫 64 44 68.8% 9 2 9

奈良 45 35 77.8% 4 2 4

和歌山 47 33 70.2% 3 2 9

鳥取 20 7 35.0% 4 1 8

島根 29 12 41.4% 3 4 10

岡山 34 24 70.6% 4 0 6

広島 28 9 32.1% 6 2 11

山口 33 18 54.5% 4 3 8

徳島 35 6 17.1% 4 6 19

香川 35 13 37.1% 3 1 18

愛媛 23 8 34.8% 4 5 6

高知 47 4 8.5% 1 2 40

福岡 88 30 34.1% 3 6 49

佐賀 35 12 34.3% 4 3 16

長崎 47 14 29.8% 3 18 12

熊本 68 23 33.8% 6 8 31

大分 25 14 56.0% 1 1 9

宮崎 45 23 51.1% 4 4 14

鹿児島 72 17 23.6% 8 2 45

沖縄 44 23 52.3% 10 4 7

計 2,435 1,166 47.9% 230 181 858

市町村健康増進計画策定状況（平成１７年７月１日現在）


